
くらしの情報

住宅用火災警報器を設置しましょう！平成26年６月号7

　平成26年4月からの消費税率引き上げに伴い支給される「臨時福祉給付金」と「子育て世帯臨時特例給付金」

の申請受付を開始します。

　支給対象になると思われる方に対し、６月上旬から７月上旬ごろまでに申請書等の書類をお送りします。

　どちらの給付金も、原則として平成26年1月1日時点で住民登録が行われている市町村からの支給となります。

1月1日以降に住所が変わった方は、前住所地の市町村への申請となりますのでご注意ください。

○臨時福祉給付金

　６月下旬から７月上旬ごろに、支給対象になると思われる方に対して、税の申告状況をお知らせする通知と

　ともに給付金の申請書を送付します。

　必要事項を記入し、必要な証明書等を添えて、役場内給付金受付窓口まで提出するか、郵送にて提出してく

　ださい。

受付期間：７月１日（火）～１０月１日（水）

○子育て世帯臨時特例給付金

　児童手当の現況届提出通知とあわせて、給付金の申請書を送付します。

　必要事項を記入し、必要な証明書等を添えて、役場内給付金受付窓口まで提出するか、郵送にて提出してく

　ださい。

受付期間：６月２日（月）～１０月１日（水）

・公務員の方の子育て世帯臨時特例給付金の申請は、所属庁から送られてくる申請書に必要事項を記入し、児

童手当受給証明書と合わせてお住まいの市町村役場へ提出してください。

給付金名 臨時福祉給付金 子育て世帯臨時特例給付金

対象

平成26年1月1日現在で、村の住民基本台帳に登録され

ており、平成26年度市町村民税（均等割）が課税され

ていない方

※市町村民税が課税されている方に扶養されている方、

および生活保護制度の被保護者は対象外です。

臨時福祉給付金の支給対象外となる方のうち、平成26年1月

分の児童手当の受給者

※ただし特例給付による受給者は対象外です。

支給額

支給対象1人につき10,000円（1回限り）

※支給対象で次に該当する方は5,000円が加算されます。

●老齢・障害・遺族基礎年金などの受給者●児童扶養

手当の受給者●特別児童扶養手当の受給者●特別障害

者手当の受給者

支給対象児童1人につき10,000円（1回限り）

※臨時福祉給付金の受給資格がある世帯は臨時福祉給付金

が優先され、子育て世帯臨時特例給付金は支給されません。

申 請 に 当

た り 必 要

なもの

・申請書（必要事項を記入、押印）

・本人確認書類（住民基本台帳カード、運転免許証、

健康保険証、旅券の写し等）

・振込先金融機関口座確認書類（通帳、キャッシュカー

ド等）

・加算関係確認書類

・課税証明書　など（必要に応じて）

※必要な添付書類については、申請書の記載を確認ください。

・申請書（必要事項を記入、押印）

・本人確認書類（住民基本台帳カード、運転免許証、健康

保険証、旅券の写し等）

・振込先金融機関口座確認書類（通帳、キャッシュカード

等）

・課税証明書　など（必要に応じて）

※必要な添付書類については、申請書の記載を確認ください。

福祉係からのお知らせ

「臨時福祉給付金」「子育て世帯臨時特例給付金」の申請受付を開始します

給付をよそおった「振り込め詐欺」や「個人情報の詐取」にご注意ください！

　臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金について、受給者にATMの操作を依頼したり、給付を受ける

ための手数料を求めたりするようなことは絶対にありません。ご自宅や職場などに、市町村や厚生労働省（の

職員）などをかたった電話や郵便があったら、迷わずお住まいの市町村や最寄りの警察署（または警察相談

専用電話(♯9110)）にご連絡ください。

○問合先／役場住民課福祉係 ☎57-2111(内線345・348)


